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～樹
じゅもく
木採
さいしゅけん
取権制度などの導入へ～

　令和元年６月５日に、「国有林野の管理経営に関する
法律等の一部を改正する法律」が可決され、成立しまし
た。来年４月１日に施行され、「樹木採取権制度」など
新たな取組がスタートします。

新
制
度
導
入
の
背
景

　

国
内
の
森
林
は
、
戦
後
造
成
さ
れ
た
人
工
林
が
本
格
的
な
利
用
期
を
迎
え

て
い
ま
す
。
こ
の
森
林
資
源
を「
伐
っ
て
、使
っ
て
、植
え
る
」と
い
う
形
で
循

環
利
用
し
て
い
く
こ
と
で
、
先
人
の
築
い
た
貴
重
な
資
産
を
継
承
・
発
展
さ

せ
る
こ
と
が
、こ
れ
か
ら
の
森
林
・
林
業
政
策
の
主
要
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
う
し
た
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、
経
営
管
理
が
不
十
分
な
民
有
林
を
都

道
府
県
が
公
表
す
る
民
間
事
業
者
（
い
わ
ゆ
る
「
意
欲
と
能
力
の
あ
る
林
業

経
営
者
」）
に
集
積
・
集
約
化
す
る
、
森
林
経
営
管
理
制
度
が
今
年
４
月
か

ら
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
。

　

こ
の
森
林
経
営
管
理
制
度
を
円
滑
に
実
施
し
、
制
度
の
要
と
な
る
林
業
経

営
者
を
育
成
す
る
た
め
に
は
、
安
定
的
な
事
業
量
の
確
保
が
必
要
と
な
り
ま

す
。
そ
の
た
め
に
は
、
民
有
林
か
ら
の
木
材
供
給
を
補
完
す
る
形
で
、
国
有

林
か
ら
、
長
期
・
安
定
的
に
、
林
業
経
営
者
が
樹
木
を
採
取
で
き
る
よ
う
措

置
す
る
こ
と
が
有
効
で
す
。
ま
た
、
森
林
資
源
が
充
実
す
る
中
で
、
川
上
か

ら
川
下
に
至
る
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
当
事
者
が
連
携
し
て
行
う
、
非
住
宅

建
築
物
の
木
造
化･

木
質
化
等
、
新
た
な
木
材
需
要
の
開
拓
に
資
す
る
取
組

を
促
進
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
認
識
の
下
、
効
率
的
か
つ
安
定
的
な
林
業
経
営
の
育
成
を
図

る
た
め
、
現
行
の
入
札
に
よ
る
方
法
に
加
え
、
国
有
林
野
の
一
定
区
域
に
お

い
て
、
国
有
林
野
の
公
益
的
機
能
の
維
持
増
進
や
地
域
の
産
業
振
興
等
に
配

慮
し
た
上
で
、
木
材
の
需
要
者
と
連
携
す
る
事
業
者
が
、
一
定
期
間
・
安
定

的
に
樹
木
を
採
取
で
き
る
権
利
を
創
設
す
る
と
と
も
に
、
併
せ
て
、
川
上
側

の
林
業
と
木
材
の
需
要
拡
大
を
行
う
川
中
・
川
下
側
の
木
材
関
連
産
業
の
連

携
に
よ
り
木
材
の
安
定
供
給
を
確
保
す
る
環
境
整
備
を
行
う
た
め
、
今
回
の

法
改
正
を
行
い
ま
し
た
。

国
有
林
野
の
管
理
経
営
に
関
す
る
法
律
の
改
正
の
概
要

～
樹
木
採
取
権
制
度
の
創
設
～

①	
樹じ
ゅ
も
く
さ
い
し
ゅ
く

木
採
取
区
の
指
定

　

農
林
水
産
大
臣（
以
下「
大
臣
」）は
、
効
率
的
か
つ
安
定
的
な
林
業
経
営
の

国有林改正法成立
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意欲と能力のある林業経営
者に林業経営を再委託

市町村による間伐等の実施
（市町村森林経営管理事業）

育
成
を
図
る
た
め
、「
樹
木
の
採
取
に
適
す
る
相
当
規
模
の
森
林
資
源
が
存

在
す
る
一
団
の
国
有
林
野
の
区
域
で
あ
る
こ
と
」、「
指
定
し
よ
う
と
す
る
区

域
の
所
在
す
る
地
域
に
お
い
て
、
国
有
林
と
民
有
林
に
係
る
施
策
を
一
体
的

に
推
進
す
る
こ
と
に
よ
り
、
地
域
に
お
け
る
産
業
の
振
興
に
寄
与
す
る
と
認

め
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
」
と
い
う
基
準
に
該
当
す
る
区
域
を
樹じ
ゅ
も
く木
採さ
い
し
ゅ取

区く

と
し
て
指
定
し
ま
す
。

②	

樹
木
採
取
権
の
設
定
を
受
け
る
者
の
公
募
・
選
定

　

大
臣
は
、
樹
木
採
取
区
を
指
定
し
た
と
き
は
、
樹
木
採
取
権
の
設
定
を
受

け
る
こ
と
を
希
望
す
る
者
を
公
募
し
ま
す
。

　

樹
木
採
取
権
の
設
定
を
受
け
る
者
の
必
須
条
件
と
し
て
、「
森
林
の
経
営

管
理
を
効
率
的
か
つ
安
定
的
に
行
う
能
力
や
、
こ
れ
を
確
実
に
行
う
に
足
り

る
経
理
的
基
礎
を
有
す
る
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
」
や
「
民
有
林
か
ら
の
供
給

を
圧
迫
し
な
い
た
め
、
木
材
利
用
事
業
者
等
（
川
中
事
業
者
）
及
び
木
材
製

品
利
用
事
業
者
等
（
川
下
事
業
者
）
と
の
連
携
に
よ
り
、
木
材
の
安
定
的
な

取
引
関
係
を
確
立
す
る
こ
と
が
確
実
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
」
等
の
基
準
に
適

合
し
て
い
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

大
臣
は
、
応
募
者
の
う
ち
基
準
に
適
合
す
る
者
の
中
か
ら
、
③
（
１
）
の

樹
木
料
の
算
定
の
基
礎
と
な
る
申
請
額
、
事
業
の
実
施
体
制
、
地
域
に
お
け

る
産
業
の
振
興
に
対
す
る
寄
与
の
程
度
等
を
勘
案
し
、
関
係
都
道
府
県
知
事

に
協
議
の
上
、
樹
木
採
取
権
の
設
定
を
受
け
る
者
を
選
定
し
ま
す
。

森林経営管理制度の円滑な実施を支援していくための国有林の取組

民 

有 

林

国 

有 

林

森
林
所
有
者

市
町
村

林業経営に適した森林

自然的条件に照らして
林業経営に適さない森林

経営管理
実施権の設定経営管理権

の設定

森林経営管理法による
森林経営管理制度

意欲と能力のある
林業経営者

（森林組合、素材生産
業者、自伐林家等）

長
期
・
安
定
的
に

国
有
林
材
を
供
給

①現行の仕組み（引き続き実施）

・	 毎年度個別に場所、時期等を特定し、入札により立木
を購入して伐採する事業者を決定

※	立木を購入している林業経営者の平均年間立木購入面
積（2015年農林業センサス）は約20ha（年間６千
㎥程度の素材生産量に相当）

①を基本とした
上で、②を追加

②追加する仕組み

・	 立木を一定期間、安定的に伐採できる権利（地域の意
欲と能力のある林業経営者が対応可能な数百ha・年
間数千㎥程度の素材生産量を想定）を設定

※	現行の国有林の伐採のルールを厳守
※	長期に事業量が見通せることで機械導入や雇用が進展

（今後の供給量の
増加分の一部で実施）

【
樹
木
採
取
権
】

　

樹
木
採
取
権
は
、
樹
木
採
取
区
に
生
育
し
て
い
る
樹
木
を
、
一
定
の
期
間
、

安
定
的
に
採
取
す
る
権
利
で
す
。
樹
木
採
取
権
は
物
権
と
み
な
し
、
そ
の
存

続
期
間
は
五
十
年
以
内
と
し
て
い
ま
す
。
な
お
、
運
用
で
は
地
域
の
産
業
の

振
興
へ
の
寄
与
の
観
点
か
ら
、
地
域
の
意
欲
と
能
力
の
あ
る
林
業
経
営
者
が

対
応
可
能
な
基
本
的
な
期
間
・
規
模
と
し
て
十
年
間
・
数
百
ha
、
年
間
数
千

㎥
程
度
の
素
材
生
産
量
を
想
定
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
樹
木
採
取
権
の
設
定

を
受
け
る
者
は
、
設
定
の
対
価
と
し
て
権
利
設
定
料
を
納
付
し
ま
す
。

③	
事
業
の
実
施

（
１
）
樹じ
ゅ
も
く木
採さ
い
し
ゅ
け
ん

取
権
実じ
っ
し施
契け
い
や
く約
の
締
結

　

樹
木
採
取
権
の
設
定
を
受
け
た
者
（
樹じ
ゅ
も
く木
採さ
い
し
ゅ
け
ん
し
ゃ

取
権
者
）
は
、
事
業
の
開
始

Ａ社１年目

Ｃ社３年目

Ｂ社２年目

Ｄ社４年目

伐区
A

伐区
B

伐区
C

伐区
D

伐区
A

伐区
B

伐区
C

伐区
D
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前
に
、
大
臣
と
具
体
的
な
施
業
の
計
画
（
採
取
す
る
箇
所
、
面
積
、
採
取
方

法
等
）
や
、
川
中
・
川
下
事
業
者
と
の
連
携
に
よ
る
木
材
の
安
定
的
な
取
引

関
係
の
確
立
に
関
す
る
事
項
等
を
内
容
に
含
む
樹
木
採
取
権
実
施
契
約
（
以

下
「
実
施
契
約
」）
を
五
年
ご
と
に
締
結
す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。
実
施
契

約
は
、
公
益
的
機
能
の
維
持
増
進
等
の
観
点
か
ら
、
現
行
の
国
有
林
の
伐
採

の
ル
ー
ル
に
則
り
、
大
臣
が
樹
木
採
取
区
ご
と
に
定
め
る
基
準
や
国
有
林
野

の
地
域
管
理
経
営
計
画
に
適
合
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
樹
木
を
採

取
す
る
前
に
樹
木
料
を
国
に
納
付
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

（
２
）	報
告
、
指
示
、
樹
木
採
取
権
の
取
消
し

　

大
臣
は
、
事
業
の
適
正
を
期
す
る
た
め
、
樹
木
採
取
権
者
に
対
し
て
報
告

を
求
め
、
調
査
し
、
指
示
を
す
る
こ
と
が
で
き
、
正
当
な
理
由
な
く
指
示
に

従
わ
な
い
と
き
は
権
利
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

ま
た
、
大
臣
は
、
樹
木
採
取
権
者
が
国
有
林
の
伐
採
の
ル
ー
ル
に
適
合
し

な
い
伐
採
を
行
う
な
ど
、
実
施
契
約
に
定
め
ら
れ
た
事
項
に
重
大
な
違
反
が

あ
っ
た
と
き
は
、
樹
木
採
取
権
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
ま
す
。

④	

樹
木
の
採
取
跡
地
に
お
け
る
植
栽

　

採
取
跡
地
に
お
け
る
植
栽
に
つ
い
て
は
、
国
が
責
任
を
持
っ
て
行
う
こ
と

と
な
り
ま
す
が
、
採
取
跡
地
に
お
い
て
伐
採
と
植
栽
を
一
体
的
に
行
う
こ
と

に
よ
る
植
栽
の
効
率
的
な
実
施
の
た
め
、
当
該
樹
木
採
取
区
に
係
る
樹
木
採

取
権
者
に
、
植
栽
を
そ
の
樹
木
の
採
取
と
一
体
的
に
行
う
よ
う
申
し
入
れ
る

も
の
と
し
て
い
ま
す
。
そ
の
た
め
、
公
募
の
際
に
植
栽
作
業
を
行
う
こ
と
を

提
示
し
、
そ
れ
に
応
じ
た
者
か
ら
樹
木
採
取
権
者
を
選
定
し
ま
す
。
こ
の
こ

と
に
よ
り
再
造
林
が
適
切
に
行
わ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

木
材
の
安
定
取
引
に
取
り
組
む
事
業
者
に
対
す
る

金
融
上
の
措
置

（
１
）	木
材
の
安
定
供
給
の
確
保
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
木
安
法
）
の
改
正

概
要

①	
木
安
法
の
事
業
計
画
の
作
成
者
に
、
川
上
事
業
者
と
し
て
意
欲
と
能
力

の
あ
る
林
業
経
営
者
な
ど
森
林
施
業
の
集
約
化
を
行
お
う
と
す
る
者
を

樹木採取区の指定（国）

公募～審査・評価～選定（国）

樹木採取権の設定（国⇒樹木採取権者）

施業の計画を含む５年間の実施契約の締結
（国⇔樹木採取権者）

樹木採取権の行使（樹木採取権者）

権利期間終了

樹木採取権制度における事業実施の基本的な流れ

　効率的かつ安定的な林業経営の育成を図
るため、基準に該当する国有林を指定。
（今後増加が見込まれる国有林材の供給量
の範囲内）

　必須条件に適合している者の中から、申
請内容を総合的に評価して、関係都道府県
知事に協議の上、権利を受ける者を選定
（単独による申請の他、複数の事業者が水
平連携して協同組合等の法人として申請す
ることも可能）

権利設定料の納付

樹木料の納付
（毎年、伐採箇所を確定して算定）

　毎年の実施状況の報告（樹木採取権者⇒国）

・	樹木の採取に適する相当規模の森林資源が存在す
る一団の国有林

・	国有林と民有林に係る施策を一体的に推進するこ
とにより産業の振興に寄与すると認められるもの
であること　等の基準に該当する必要

（必須要件）
・	意欲と能力のある林業経営者（森林組合、素材生
産業者、自伐林家等）又は同等の能力を有する者

・	川中事業者、川下事業者と連携する者　等
（総合的な評価の項目例）
　樹木料の申請額、事業の実施体制（同種事業の実
績等）、地域の産業の振興に対する寄与（雇用の増大
等）　等

・	大臣が樹木採取区ごとに定める基準や地域管理経
営計画に適合する必要
	 公益的機能の確保の観点から、現行の国有林のルー
ルを厳守
（例）	・	一箇所当たりの皆伐面積の上限（概ね５ha）
	 ・	尾根や渓流沿いへの保残帯（概ね50m以上）

の設置　等
・	樹木採取権者は伐採と一体的に植栽を実施。

・	必要に応じて、定期報告に加え、国から樹木採取
権者に対して報告を求め、調査し、指示。重大な
契約違反や指示に従わない場合は権利を取消し。

５
年
ご
と
に
繰
り
返
し

国有林改正法成立 ～樹
じゅもく
木採
さいしゅけん
取権制度などの導入へ～

3
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加
え
、
中
小
住
宅
生
産
者
等
の
川
下
事
業
者
を
新
た
に
位
置
付
け
ま
す
。

ま
た
、
任
意
で
含
め
ら
れ
る
促
進
措
置
の
実
施
者
に
、
木
材
輸
送
事
業

者
を
加
え
ま
す
。

②	

川
上
事
業
者
、
川
中
事
業
者
及
び
川
下
事
業
者
が
、
共
同
し
て
木
材
の

安
定
的
な
取
引
関
係
の
確
立
を
図
る
事
業
に
関
す
る
計
画
（
事
業
計
画
）

を
作
成
し
、
知
事
等
の
認
定
を
受
け
た
場
合
、
独
立
行
政
法
人
農
林
漁

業
信
用
基
金
（
信
用
基
金
）
に
よ
る
金
融
上
の
措
置
（
債
務
保
証
及
び

低
利
の
資
金
融
通
）
を
講
じ
ま
す
。

（
２
）	独
立
行
政
法
人
農
林
漁
業
信
用
基
金
法
の
改
正
概
要

　

３
（
１
）
②
の
措
置
を
、
信
用
基
金
の
目
的
規
定
に
位
置
付
け
る
と
と
も

に
、
当
該
措
置
を
同
基
金
の
業
務
と
し
て
追
加
し
ま
す
。

新
し
い
制
度
の
導
入
に
向
け
て

　

今
回
の
法
律
改
正
に
つ
い
て
は
、
令
和
２
年
４
月
１
日
が
施
行
と
な
り
ま

す
が
、
国
有
林
に
お
け
る
樹
木
採
取
区
の
指
定
に
つ
い
て
は
、
当
面
10
箇

所
程
度
を
パ
イ
ロ
ッ
ト
的
に
行
っ
て
い
く
考
え
で
す
。
今
年
度
に
お
い
て
は
、

権
利
の
設
定
を
受
け
た
事
業
者
が
確
実
な
事
業
量
の
見
通
し
を
得
て
、
人
材

や
機
械
へ
の
投
資
に
よ
り
経
営
基
盤
が
強
化
さ
れ
る
こ
と
を
通
じ
て
、
地
域

の
意
欲
と
能
力
の
あ
る
林
業
経
営
者
の
育
成
を
図
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、

円
滑
な
運
用
開
始
に
向
け
て
準
備
を
進
め
て
い
く
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。
さ

ら
に
、
パ
イ
ロ
ッ
ト
的
に
指
定
す
る
樹
木
採
取
区
に
お
け
る
事
業
の
実
施
を

通
じ
て
事
業
者
の
応
募
状
況
や
申
請
の
内
容
、
樹
木
採
取
権
者
の
事
業
量
拡

大
な
ど
事
業
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
検
証
し
、
地
元
自
治
体
等
の
評
価
も
伺

い
つ
つ
、
区
域
の
規
模
や
権
利
の
期
間
、
事
業
の
要
件
等
が
適
切
か
判
断
し
、

次
の
ス
テ
ッ
プ
に
つ
な
げ
て
い
く
考
え
で
す
。

　

ま
た
、
木
安
法
改
正
に
よ
り
、
対
象
者
が
拡
大
す
る
金
融
措
置
に
つ
い
て

は
、
民
有
林
材
・
国
有
林
材
を
問
わ
ず
木
材
利
用
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の

構
築
に
資
す
る
も
の
と
考
え
て
い
ま
す
。
制
度
の
活
用
に
よ
り
、
川
上
か
ら

川
下
の
事
業
者
や
流
通
を
担
う
事
業
者
の
連
携
に
よ
っ
て
新
た
な
木
材
需
要

が
開
拓
さ
れ
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

　意欲と能力のある林業経営者（森林組合・素材生産業者・自伐林家等）の育成を図るため、川上から川下に至るサ
プライチェーンの当事者が連携して行う、CLT等の活用や非住宅建築物の木造化・木質化など、新たな木材需要の開
拓に資する取組を支援する仕組みを導入。

木材の安定供給の確保に関する特別措置法の改正概要

川　上

森林所有者等

川　中

製材業者
合板製造業者
木材流通業者

計画生産が困難

安定供給のニーズ

〈課　題〉
●	川上は森林所有者等に限定され、また、
最終需要が考慮されていない。

●	木材需要の開拓には、川上から川下ま
で連携した安定的な取引のための運
転資金の確保が課題。

＊赤字の主体が加わったサプライチェーン上の連携を支援

現
　
状

新
た
な
連
携

※	国有林において樹木採取権の権利設定を受け
ようとする者を含む。

連携した取組に対し、融資制度の拡充等、事業者への資金供給の円滑化を図る仕組み（計画認定者への債務保証
及び低利の資金融通）を措置

川　上

森林所有者等
意欲と能力のある
林業経営者※

（森林組合・素材生産業者・
自伐林家等）

川　中

製材業者
合板製造業者
CLT等製造業者
集成材製造業者
木材流通業者

（木材の輸送業者を含む）

川　下

木材製品の利用者
（中小住宅生産者・
家具製造業者・

木質バイオマス事業者等）

連携 連携

4

国有林改正法成立 ～樹
じゅもく
木採
さいしゅけん
取権制度などの導入へ～
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